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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期
第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2023年１月１日
至2023年９月30日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 84,184 116,209 111,820

経常損失（△） （千円） △127,094 △213,959 △205,559

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △131,047 △230,507 △270,200

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △131,047 △230,507 △270,200

純資産額 （千円） 596,942 348,725 479,333

総資産額 （千円） 626,352 402,322 515,668

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △28.79 △34.99 △54.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 86.0 80.2 87.6

 

回次
第31期
第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △13.79 △10.00

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当社グループは、当社を持株会社とし、「スポーツ事業」を展開する株式会社ジェイスポーツ、「不動産事業」を

展開する株式会社ジェイリードパートナーズ、「Ｗｅｂ事業」を展開する株式会社アセット・ジーニアス、「太陽光

事業」を展開する株式会社ジェイクレスト及び同社の子会社である合同会社クレストソーラー、「環境ソリューショ

ン事業」を展開するエイチビー株式会社の連結子会社６社により構成されております。

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について重要な変更はありません。

　なお、当社の100％子会社である株式会社アセット・ジーニアスにおいて、「Ｗｅｂ事業」を展開しておりました

が、当社グループの経営資源の選択と集中の観点から、2023年６月30日開催の取締役会において第３四半期連結会計

期間の期首（2023年７月１日）より、「Ｗｅｂ事業」を休止することを決議いたしました。

　また、当第３四半期連結累計期間において、株式会社ジェイクレストの子会社として合同会社クレストソーラーを

設立いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連

結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

　当社グループは、前連結会計年度において、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失及び営業

キャッシュ・フローのマイナスを計上したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しているものと認識しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、営業損失、経常損失、親会社株

主に帰属する四半期純損失を計上しており、今後の当社の売上及び利益の見通しについて不確実性が存在することか

ら、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が引き続き存在しているものと認識しておりま

す。

　当社グループは、こうした状況を解消するため、以下の施策を着実に実行してまいります。

①収益基盤の強化

＜スポーツ事業＞

　スポーツ事業に関しましては、東山田店及びつかしん店ともに、顧客ニーズに即した施設の修繕等を行うととも

に、顧客満足度の高いイベントを企画することにより集客増加を図ってまいります。

＜不動産事業＞

　不動産事業に関しましては、不動産や太陽光発電施設などの事業用資産の所有者や取得希望者に対して、直接金融

の手法による資金調達について助言を行うことを試みてまいりましたが、今後は産業廃棄物中間処理施設の運営会社

に対して、セール＆リースバックを主軸とした資金調達に関する助言業務を実施し、収益化を図ってまいります。

＜Ｗｅｂ事業＞

　当社100％子会社である株式会社アセット・ジーニアスが展開するＷｅｂ事業については、従来の動画広告営業に

加えて、今後当社グループが注力する環境ソリューション事業及び産業廃棄物処理業者に対する金融サービス事業と

連携し、インターネット広告の分野で新たな事業及び収益源を確保すべく試行してまいりました。しかしながら、第

２四半期連結累計期間においても売上高を計上できず、営業損失を計上したことから、当社グループの経営資源の選

択と集中の観点から、2023年６月30日開催の取締役会において2023年７月１日付をもってＷｅｂ事業を休止すること

といたしました。これにより、当社グループ全体としての損益改善を進めてまいります。

＜太陽光事業＞

　太陽光事業に関しましては、今後、二酸化炭素排出権取引が拡大することを見据え、太陽光発電施設取引仲介に加

えて、当社の利益成長に伴う手元資金を活用し、太陽光発電施設を取得し保有することにより売電収入を得ることを

目指します。

＜環境ソリューション事業＞

　当社連結子会社である株式会社ジェイクレストが2022年９月29日付で安定型最終処分場を運営するエイチビー株式

会社の全株式を取得し、同年11月より当社グループの新規事業として環境ソリューション事業を開始することといた

しました。同事業では、M&Aによる成長戦略を基本方針とし、同社に加えて、産業廃棄物中間処理施設運営会社、最

終処分場運営会社を取得し業容の拡大を図ります。

②コスト削減

　各部門の仕入原価、販売費及び一般管理費の見直しを引き続き継続するとともに、本社費の削減に取り組むこと

で、全社の利益率の向上に努めてまいります。

③財務基盤の強化と安定

　当社は、財務基盤の強化と安定を図るため、第29期連結会計年度において第三者割当による新株及び新株予約権の

発行により資金調達を行い、債務超過を解消いたしました。また、新株予約権の発行及び行使により前連結会計年度

においては523,875千円、新株予約権の行使により当第３四半期連結累計期間においては99,900千円の資金調達を行

いました。今後、新株予約権の行使が進んだ場合には、さらに財務基盤が強化されることとなります。

　また、上記の施策を着実に実行することにより、当社グループの経営基盤の強化を図ってまいりますが、当該施策

において最も重要である各事業における収益基盤の強化は外部要因に大きく依存することから、現時点においては継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による景気対策の継続などにより、企業収益や雇用環境

について回復基調が見られるものの、円安傾向の進行による燃料価格及び原材料価格の高騰等により、当社グルー

プが関連する業界等におきましても、先行きが不透明な状況は依然として続いております。

　こうした環境下、当社グループは、

・　フットサル施設の運営及び当該施設を活用した事業を行う「スポーツ事業」

・　不動産や太陽光発電施設などの事業用資産の所有者等に対する資金調達に関する助言を行い、収益化を図って

いる「不動産事業」

・　デジタル・マーケティング業務として動画広告営業を行っている「Ｗｅｂ事業」

・　太陽光発電施設の仕入、販売及び仲介事業を行う「太陽光事業」

・　産業廃棄物処理施設の管理、運営等を行う「環境ソリューション事業」

の５つの事業を展開してまいりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

イ　財政状態

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は402,322千円となり、前連結会計年度末に比べ113,345千円減少いたしま

した。その主な要因は、現金及び預金が50,353千円減少、売掛金が15,259千円増加、のれんが80,149千円減少した

ことによるものであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は53,597千円となり、前連結会計年度末に比べ17,261千円増加いたしま

した。その主な要因は、訴訟損失引当金が15,000千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は348,725千円となり、前連結会計年度末に比べ130,607千円減少し、

自己資本比率は80.2％となりました。その要因は、新株予約権の権利行使により資本金が50,699千円、資本準備金

が50,699千円増加したこと、2023年５月31日付で減資の効力が発生し資本金が261,852千円及び資本準備金が

78,220千円それぞれ減少し、利益剰余金が339,323千円増加した一方で、親会社株主に帰属する四半期純損失の計

上により利益剰余金が230,507千円減少したことによるものであります。

ロ　経営成績

　当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高116,209千円（前年同期比38.0％増）、営業損失214,562千円

（前年同期は121,978千円の営業損失）、経常損失213,959千円（前年同期は127,094千円の経常損失）、親会社株

主に帰属する四半期純損失230,507千円（前年同期は131,047千円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりま

した。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（スポーツ事業）

　つかしん店（兵庫県）では、天候不順等による週末のフットサルイベントの中止が頻発したことなどから減収減

益となりました。また、東山田店（神奈川県）では、個人を対象としたフットサルイベントの開催に注力したもの

の、施設の改善にかかる修繕費用の負担があったことから増収減益となりました。

　その結果、売上高は81,867千円（前年同期比0.4％減）、営業利益は20,378千円（前年同期比17.9％減）となり

ました。

（不動産事業）

　不動産や太陽光発電施設などの事業用資産の所有者等に対する資金調達に関する助言を行い、収益化を図る方針

でしたが、当第３四半期連結累計期間で売上高は計上されておらず、販売費及び一般管理費の負担があるため、営

業損失は6,539千円（前年同期は5,991千円の営業損失）となりました。

（Ｗｅｂ事業）

　Ｗｅｂ関連事業に関しましては、2023年６月末までに売上高が計上できず、2023年７月１日より事業を休止して

いることから当第３四半期累計期間で売上高は計上されず（前年同期は2,000千円の売上高）、販売費及び一般管

理費の負担があるため、営業損失は8,429千円（前年同期は6,847千円の営業損失）となりました。
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（太陽光事業）

　太陽光事業に関しましては、2020年10月１日より新規事業として販売用太陽光発電施設の仕入・販売・仲介事業

を開始しました。当第３四半期連結累計期間においては、太陽光発電施設の仕入・販売・仲介の実績がなかったた

め、売上高は計上されず（前年同期売上高は－千円）、営業損失は12,130千円（前年同期は7,835千円の営業損

失）となりました。

（環境ソリューション事業）

　当社連結子会社である株式会社ジェイクレストが2022年９月29日付で安定型最終処分場を運営するエイチビー株

式会社の全株式を取得し、同社を子会社化いたしました。これにより、当社グループは新規事業として「環境ソ

リューション事業」を開始することといたしました。当第３四半期連結累計期間においては、2023年３月17日より

産業廃棄物の受入を開始したことにより売上高は34,342千円となりましたが、開業準備費用及びのれん償却額の負

担があるため、営業損失は90,566千円となりました。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う会計上の見積りにつきましては、「第４ 経理の状況　１ 四

半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載しております。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当社の100％子会社である株式会社アセット・ジーニアスにおいて、「Ｗｅｂ事業」を展開しておりましたが、

当社グループの経営資源の選択と集中の観点から、2023年６月30日開催の取締役会において第３四半期連結会計期

間の期首（2023年７月１日）より、「Ｗｅｂ事業」を休止することを決議いたしました。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間において行った研究開発活動はありません。

 

(6）受注及び販売の実績

　当第３四半期連結累計期間において、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 6,728,500 6,728,500
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 6,728,500 6,728,500 － －

（注）提出日現在発行数には、2023年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 6,728,500 － 150,699 － 428,588
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,727,200 67,272
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数  6,728,500 － －

総株主の議決権  － 67,272 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、HLB Meisei有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 124,690 74,337

売掛金 5,269 20,528

未収入金 212,945 212,945

前渡金 1,837 119

前払費用 3,846 4,104

未収還付法人税等 14,667 16,678

未収消費税等 16,823 15,307

その他 702 3,840

貸倒引当金 △212,976 △213,068

流動資産合計 167,806 134,794

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 36,414 36,682

機械装置及び運搬具（純額） 453 231

その他（純額） 245 225

有形固定資産合計 37,113 37,138

無形固定資産   

のれん 293,880 213,731

無形固定資産合計 293,880 213,731

投資その他の資産   

敷金及び保証金 16,843 16,347

その他 24 310

投資その他の資産合計 16,867 16,658

固定資産合計 347,861 267,528

資産合計 515,668 402,322
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

未払金 12,217 12,907

未払法人税等 8,081 4,490

未払消費税等 297 1,958

未払費用 10,269 11,164

預り金 1,332 3,448

前受金 417 607

訴訟損失引当金 － 15,000

その他 833 383

流動負債合計 33,449 49,961

固定負債   

長期預り保証金 150 150

その他 2,735 3,485

固定負債合計 2,885 3,635

負債合計 36,335 53,597

純資産の部   

株主資本   

資本金 361,852 150,699

資本剰余金 456,109 429,338

利益剰余金 △366,004 △257,188

自己株式 △24 △24

株主資本合計 451,933 322,824

新株予約権 27,400 25,901

純資産合計 479,333 348,725

負債純資産合計 515,668 402,322
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 84,184 116,209

売上原価 52,270 54,266

売上総利益 31,913 61,942

販売費及び一般管理費 153,892 276,505

営業損失（△） △121,978 △214,562

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 － 0

受取手数料 9 －

還付加算金 6 3

差入保証金回収益 － 10

受取返還金 － 698

その他 5 0

営業外収益合計 21 712

営業外費用   

支払利息 62 109

支払手数料 5,075 －

営業外費用合計 5,137 109

経常損失（△） △127,094 △213,959

特別利益   

投資有価証券清算益 － 4,314

受取和解金 － 450

特別利益合計 － 4,764

特別損失   

固定資産除却損 973 －

減損損失 125 －

訴訟損失引当金繰入額 － 20,000

特別損失合計 1,098 20,000

税金等調整前四半期純損失（△） △128,193 △229,194

法人税、住民税及び事業税 2,854 1,312

法人税等合計 2,854 1,312

四半期純損失（△） △131,047 △230,507

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △131,047 △230,507
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純損失（△） △131,047 △230,507

四半期包括利益 △131,047 △230,507

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △131,047 △230,507

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度において、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失及び営業

キャッシュ・フローのマイナスを計上したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しているものと認識しておりました。当第３四半期連結累計期間においては、営業損失、経常損失、親会社株

主に帰属する四半期純損失を計上しており、今後の当社の売上及び利益の見通しについて不確実性が存在することか

ら、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が引き続き存在しているものと認識しておりま

す。

　当社グループは、こうした状況を解消するため、以下の施策を着実に実行してまいります。

①収益基盤の強化

＜スポーツ事業＞

　スポーツ事業に関しましては、東山田店及びつかしん店ともに、顧客ニーズに即した施設の修繕等を行うととも

に、顧客満足度の高いイベントを企画することにより集客増加を図ってまいります。

＜不動産事業＞

　不動産事業に関しましては、当社連結子会社である株式会社ジェイリードパートナーズにおいて、産業廃棄物中間

処理施設の運営会社に対して、セール＆リースバックを主軸とした資金調達に関する助言業務を実施し、収益化を

図ってまいります。

＜Ｗｅｂ事業＞

　当社100％子会社である株式会社アセット・ジーニアスが展開するＷｅｂ事業については、従来の動画広告営業に

加えて、今後当社グループが注力する環境ソリューション事業及び産業廃棄物処理業者に対する金融サービス事業と

連携し、インターネット広告の分野で新たな事業及び収益源を確保すべく試行してまいりました。しかしながら、第

２四半期連結累計期間においても売上高を計上できず、営業損失を計上したことから、当社グループの経営資源の選

択と集中の観点から、2023年６月30日開催の取締役会において2023年７月１日付をもってＷｅｂ事業を休止すること

といたしました。これにより、当社グループ全体としての損益改善を進めてまいります。

＜太陽光事業＞

　太陽光事業に関しましては、今後、二酸化炭素排出権取引が拡大することを見据え、太陽光発電施設取引仲介に加

えて、当社の利益成長に伴う手元資金を活用し、太陽光発電施設を取得し保有することにより売電収入を得ることを

目指します。

＜環境ソリューション事業＞

　当社連結子会社である株式会社ジェイクレストが2022年９月29日付で安定型最終処分場を運営するエイチビー株式

会社の全株式を取得し、同年11月より当社グループの新規事業として環境ソリューション事業を開始することといた

しました。同事業では、M&Aによる成長戦略を基本方針とし、同社に加えて、産業廃棄物中間処理施設運営会社、最

終処分場運営会社を取得し業容の拡大を図ります。

②コスト削減

　各部門の仕入原価、販売費及び一般管理費の見直しを引き続き継続するとともに、本社費の削減に取り組むこと

で、全社の利益率の向上に努めてまいります。

③財務基盤の強化と安定

　当社は、財務基盤の強化と安定を図るため、第29期連結会計年度において第三者割当による新株及び新株予約権の

発行により資金調達を行い、債務超過を解消いたしました。また、新株予約権の発行及び行使により前連結会計年度

においては523,875千円、新株予約権の行使により当第３四半期連結累計期間においては99,900千円の資金調達を行

いました。今後、新株予約権の行使が進んだ場合には、さらに財務基盤が強化されることとなります。

　また、上記の施策を着実に実行することにより、当社グループの経営基盤の強化を図ってまいりますが、当該施策

において最も重要である各事業における収益基盤の強化は外部要因に大きく依存することから、現時点においては継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間より、当社の連結子会社である株式会社ジェイクレストの100%子会社として合同会社

クレストソーラーを新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することといたしました。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

　固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについては、四半期連結財務諸表作成時にお

いて入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症の今後の収束時期については統一的

な見解がないものの、当社といたしましては、当連結会計年度以降、新型コロナウイルス感染症対策の規制緩和

等により、経済活動も緩やかに回復するものと仮定して、会計上の見積りを行っております。

　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期等には不確定要素が多く、今後当社グループを取り巻く状況に変

化が生じた場合は、当連結会計年度以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応

報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

（偶発事象）

　当社の連結子会社である株式会社ジェイクレスト（以下、「ジェイクレスト社」といいます。）及び同社の子

会社であるエイチビー株式会社（以下、「エイチビー社」といいます。）は、2023年７月12日付で岡山地方裁判

所において訴訟（以下、「本訴」といいます。）の提起を受けました。

　当社の連結子会社であるジェイクレスト社は、2022年９月29日付で、エイチビー社の発行済株式の全てを取得

し、同社を完全子会社といたしました。本訴は、エイチビー社株式（以下、「本件株式」といいます。）の前々

所有者の債権者と称する者（以下、「原告」といいます。）が、前々所有者に対する貸金請求に併せて、本件株

式にかかる株主の地位確認等を請求するものであります。

　原告は本件株式の前々所有者に対する金銭債権を原因に本件株式にかかる株主の地位を主張しているようであ

りますが、ジェイクレスト社及びエイチビー社としては、本件株式取得以降、原告からは何らの連絡も受けてお

らず、その真偽、事実関係について不明であります。ジェイクレスト社及びエイチビー社といたしましては、本

件株式取得の正当性を主張して争っており、今後もその方針を継続してまいります。

　なお現時点では、将来発生した場合の債務の金額を合理的に見積もることができないため、当該偶発事象に係

る損失について引当金は計上しておりません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、当第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

減価償却費 3,078千円 6,275千円

のれんの償却額 － 80,149

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の権利行使により資本金が235,673千円、資本準備金が

235,673千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が335,673千円、資本剰余金が429,930千円と

なっております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　当第３四半期連結累計期間において、新株予約権の権利行使により資本金が50,699千円、資本準備金が

50,699千円増加しております。また、2023年３月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、2023年５月31日付

で減資の効力が発生し、資本金が261,852千円及び資本準備金が78,220千円それぞれ減少し、利益剰余金が

339,323千円増加しております。その結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が150,699千円、資本

剰余金が429,338千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 
スポーツ
事業

不動産
事業

Ｗｅｂ
事業

太陽光事業
環境ソ
リューショ
ン事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高         

外部顧客への売上高 82,184 － 2,000 － － 84,184 － 84,184

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 82,184 － 2,000 － － 84,184 － 84,184

セグメント利益又は損

失（△）
24,822 △5,991 △6,847 △7,835 － 4,148 △126,127 △121,978

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△126,127千円は、主に報告セグメントには配分していない全社費

用であり、主に持株会社である親会社に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結累計期間において、安定型最終処分場を運営するエイチビー株式会社の全株式を取得

し、当社グループの新規事業として環境ソリューション事業を開始いたしました。これに伴い、当第３四

半期連結累計期間における環境ソリューション事業において、のれん320,596千円を計上しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 
スポーツ
事業

不動産
事業

Ｗｅｂ
事業

太陽光事業
環境ソ
リューショ
ン事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高         

外部顧客への売上高 81,867 － － － 34,342 116,209 － 116,209

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 81,867 － － － 34,342 116,209 － 116,209

セグメント利益又は損

失（△）
20,378 △6,539 △8,429 △12,130 △90,566 △97,288 △117,274 △214,562

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△117,274千円は、主に報告セグメントには配分していない全社費

用であり、主に持株会社である親会社に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社連結子会社である株式会社ジェイクレストが2022年９月29日付で安定型最終処分場を運営するエイ

チビー株式会社の全株式を取得し子会社化したことにより、前第３四半期連結会計期間より「環境ソ

リューション事業」を報告セグメントに追加しております。なお、報告セグメントの変更が前第３四半期

連結累計期間のセグメント情報に与える影響はありません。
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（収益認識関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

セグメント名称 区分 売上高

 兵庫県つかしん店 34,524

スポーツ事業 神奈川県東山田店 47,660

 計 82,184

Ｗｅｂ事業 2,000

売上合計 84,184

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

セグメント名称 区分 売上高

 兵庫県つかしん店 33,929

スポーツ事業 神奈川県東山田店 47,938

 計 81,867

環境ソリューション事業 34,342

顧客との契約から生じる収益 116,209

その他の収益 －

売上合計 116,209

（注）当社連結子会社である株式会社ジェイクレストが2022年９月29日付で安定型最終処分場を運営

するエイチビー株式会社の全株式を取得し子会社化したことにより、前第３四半期連結会計期間

より「環境ソリューション事業」を報告セグメントに追加しております。なお、報告セグメント

の変更が前第３四半期連結累計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報に与える影響

はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

　１株当たり四半期純損失（△） △28円79銭 △34円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△131,047 △230,507

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）
△131,047 △230,507

普通株式の期中平均株式数（株） 4,551,612 6,587,125

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

2020年９月30日取締役会決議

第４回新株予約権

新株予約権：１種類

新株予約権の数：2,900個

新株予約権の対象となる株式

の 数：290,000株

 

2022年８月17日取締役会決議

第６回新株予約権

新株予約権：１種類

新株予約権の数：12,000個

新株予約権の対象となる株式

の 数：1,200,000株

 

2022年８月17日取締役会決議

第７回新株予約権

新株予約権：１種類

新株予約権の数：4,000個

新株予約権の対象となる株式

の 数：400,000株

2022年８月17日取締役会決議

第６回新株予約権

新株予約権：１種類

新株予約権の数：8,000個

新株予約権の対象となる株式

の数：800,000株

 

2022年８月17日取締役会決議

第７回新株予約権

新株予約権：１種類

新株予約権の数：3,900個

新株予約権の対象となる株式

の数：390,000株

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるた

め記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

（重要な訴訟等について）

　当社は、当社元子会社である株式会社シナジー・コンサルティング（以下、「シナジー社」といいます。）の顧客

（個人１名、以下、「相手方」といいます。）より、2021年２月10日付にて損害賠償請求訴訟（以下、「本訴」とい

います。）を提起され、東京地方裁判所に係属中でありましたが、相手方が本訴における訴額について請求の拡張を

申立て、当社は2021年８月26日付にて請求の拡張申立書を受領いたしました。

　本訴は、相手方が過去にシナジー社と行った取引について、シナジー社、シナジー社代表取締役及び当社元代表取

締役に対して、民法第709条等に基づき損害賠償を求めるとともに、当社に対して会社法第350条に基づく損害賠償を

求め、訴訟提起を行ったものであります。当社に対する訴訟提起時の訴額は160万円であり、請求拡張後の訴額は1億

2,431万2,773円であります。

　当社では、相手方の主張は根拠のないものであり、当社が損害賠償責任を負う理由はないと考えております。既

に、当社の正当性を主張して争っておりますが、今後もその方針を継続してまいります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月13日

株式会社ジェイホールディングス

取締役会　御中

 

HLB Meisei有限責任監査法人

東京都台東区

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武田　剛

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　和輝

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェイ

ホールディングスの2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年７月１日

から2023年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイホールディングス及び連結子会社の2023年９月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において、営業損失、経常損失、親会社

株主に帰属する当期純損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している。当第３四半期連結累計期間において

は、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する四半期純損失を計上しており、今後の会社の売上及び利益の見通しにつ

いて不確実性が存在することから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映され

ていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

EDINET提出書類

株式会社ジェイホールディングス(E05241)

四半期報告書

22/23



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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